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Coase定 理 の 病 理*

中島 巖

序

古 くはバ ラ モ ン教,ド ル イ ド教,ユ ダ ヤ 教,

そ・して,名 誉 欲 に よ る闘 争 で は な く物 欲 に よ る

競 争 を導 き手 とす る西 洋 資 本 主 義 に潜 む キ リス

ト教,そ れ ら は,そ れ ぞ れ 独 自の 「環 境 思 想 」

を培 っ て きた 。1970年 代 にな る と,ア メ リカ に

は,「 環 境 倫 理 」(environmentalethics)を 築

か ん とす る運 動 まで生 まれ て い る。

「環 境 」 を疲 弊 させ る一 要 因 と して の 「外 部

性 」,と りわ け 「外 部 不 経 済 」 を 内部 化 せ ん と

して 政 府 の 介 入 を許 し,税,補 助 金 を政 策 手 段

に据 え る伝 統 的処 方 箋 に対 して,R.H.Coaseは,

1960年 にJoumalofLawandEconomics誌

上 の 論 文"TheProblemofSocialCost"に

お い て,環 境 利 用 権 さえ 設 定 す れ ば,税,補 助

金 に 訴 えな く と も,外 部 不 経 済 の 内 部 化 が 実現

し得 る とす る,も う一 つ の 処 方 箋 を提 示 した 。

そ こで のCoaseの 主 張,す な わ ち,「 も し取

引 が 無 費 用 で あ れ ば(公 平 の 問 題 を別 に して)外

部 性 に関 す る当 事 者 達 の 権 利 が 適 切 に 規 定 され,

法 的 活 動 の 結 果 が 容 易 に 予 測 し得 る」 と す る

そ れ は,後 に 「Coase定 理 」(Coasetheorem)

と して 形 を整 え られ て い く。

しか しな が ら,「Coase定 理 」 の 解 釈 を め ぐ

*)本 稿 は,「Coase定 理」 のすべ ての側 面 を網

羅す る もので はな く,限 定的 な側面 を取 扱 うに

す ぎな い こ とを,予 め断 ってお く。

る議 論 は 一 通 りで な は な い。 そ の あ る部 分 は,

「Coase定 理 」 の 主 張 が 妥 当 し得 な い 情 況 の特

定化 に議 論 を集 中 して き た。 非 妥 当性 に関 す る

議 論 は,当 初 二 つ の 方 向 に分 か れ た ご と くで あ

る。 第 一 は,時 間 視 野 を 「長期 」 の それ に拡 張

し た情 況 に お け る非 妥 当性 を論 ず る もの(例 え

ば,Tybout[22]参 照 。)で あ り,も う一 つ は,

視 野 を 「短 期 」 に 限 っ て さ え,取 引 に まつ わ る

非 対 称 性 が 存 在 す る故 に 生 ず る非 妥 当性 を論 ず

る もの(例 え ば,Kamien=Schwartz=Dolbear

[13],Bramha11=Mills[2]参 照 。)であ る。し

か る に,こ う し た 非 妥 当性 に 関 す る議 論 が そ

もそ も誤 りで あ るか,見 当外 れ で あ る か の い ず

れ か とす る議 論(例 え ば,FrechIII[10],Gifford,

Jr.=Stone[11]参 照 。)も あ るが,Marchand

ニRusse11[16]は,外 部 不 経 済 が 分 離 不 能 な

費 用 函 数 を 通 じて 作 用 す る情 況 に お け る非 妥 当

性 を 論 じ,さ らに,Greenwood=lngene[12]

は,費 用 函 数 な い し生 産 函 数 の分 離 可 能 性 を前

提 とす る利 潤 函 数 を通 じた不 確 定 な 外 部 不 経 済

が作 用 す る情 況 に お け る一 般 的 非 妥 当性 を論 じ

た 。

また,近 年 に な る と 「取 引 費 用 」(transaction

costs)が 交 渉 過 程 や 交 渉 結 果 の 効 率 性 に も た

らす 効 果 を議 論 す る もの(例 え ば,Cooter[6],

Posner[19],Polinsky[18]参 照 。)や取 引 当事

者 間 に 「不 完 全 情 報 」(imperfectinformtion),

す な わ ち,情 報 の 非 対 称 性 が 支 配 す る と こ ろで

の 交 渉 過程 を議 論 す る もの(例 え ば,Cooter二

一63一



Marks[7],Samuelson[20],Farrell[9]参

照 。)が 中 心 的 トピ ッ ク に な っ て くる。

我 々 の 本稿 の 目的 は,上 の 議 論 を通 じて 取 り

扱 わ れ て は こ な か っ た 「Coase定 理 」 の 側 面

『に 光 を当 て る こ とに あ る
。 まず,次 節 に お い て

は,「Coase定 理 」 お よ び,そ こ で の 重 要 な概

念 で あ る 「取 引 費 用 」 の 思 想 的 背 景 をユ ダ ヤ教

に見 出 した 後,「 取 引 費 用 」 の 内 部 化 へ の 試 み 。

を概 観 す る。 第2節 で は,生 産 過 程 に 「技 術 的

不 確 実 性 」 が 作 用 す る情 況 の 下 で の賠 償 責 任 ル

ール
,賄 賂 市 場,株 式 市場 が 存 在 す る際 の 当事

者 間 で の 危 険 負 担 の あ り 方 と,そ こ で の

「Coase定 理 」の 非 妥 当性 を検 討 す る。 最 後 に,

若 干 の 結 論 的 言 及 が な され る筈 で あ る。

な お,本 稿 は最 終 稿 で は な い 。

第1節Coase定 理 と取 引 費用

1.Coase定 理 とユ ダヤ 法

本 節 で は,「Coase定 理 」 と取 引 費 用 の 関 係

を検 討 す る。

本 項 で は,社 会 的 費用(socialcost)に 対 す

る,ユ ダヤ 教 の 律法 集 「タル ム ー ド」(Talmud)

の接 近 法 とCoaseの そ れ の 間 の 近 親 性 を検 討

す る。

Coase自 身 の 明 言 は な い もの の,「Coase定

理 」 は3つ の 原 理 か ら成 る とす る議 論 が あ る1)。

す なわ ち 「互 恵性 原 理 」(reciprocityprinciple),

「売 買 原 理 」(tradingprinciple) ,そ して 「独

立 性 原 理 」(independenceprinciple)の3つ で

あ る。

社 会 的 費 用 の 間 題 に対 す る伝 統 的 な 経 済 学 的,

か つ 部分 的 に法 学 的接 近 法 は,片 務 的 で あ る。

あ る事 業 活 動 が有 害 な 効 果 を 生 む と き,被 害 者

の 保 護 を図 る際 の 伝 統 的 接 近 法 は,加 害 者 側 に

も及 ぶ 可 能 性 の あ る犠 牲 に つ い て は 口 を閉 ざ し

た ま まで あ る。 しか しな が ら,ユ ダヤ 法 は,間

題の互恵性を認識 している。

2階 建の家屋 を相続 した3兄 弟のうち,上 の

二人は階上 を占め,そ こで酒場を開店 したいと

申し出るが,階 下を占めた末弟は,中 庭に傍迷

惑な人通 りがで きるとして反対する。

かかる紛争に対する解決策 を,ラ ビーの一人

が律法学者R.M.Sofer2)に 間う。Soferは,ミ

シュナに基づいた回答を与える。 ミシュナは言

う3)。

中庭で店 を開こうとす る男に対 して,隣 家は

人の出入りによる騒音が安眠を妨げるという理

由でなら反対 してもよい。 しかしながら,市 場

で売 る物品を中庭で作成 しようとする男に対 し

て,隣 家は鎚音による騒音が安眠を妨げるとい

う理由では反対 してはならない,と 。

Soferに 間を持ち込んだラビは,反 対するこ

とが男の生計 を危うくしかねないと感 じ,さ ら

に,人 々が反対 して然るべ き法的権利 を行使 し

ようとせず,生 計を危 うくすることなど到底受

け入れ られるものではない とするユ ダヤ社会に

よくある実際を目にして,内 心反対すべきでは

ないという心証を得ていた。

しかるに,Soferは,か かる理由づ けを斥け

る。物品作成の騒音の方が客の出入 りによる騒

音 よりずっと傍迷惑であると指摘 しなが ら,開

店 と物品作成は経済性の点から区別されるべき

であ り,当 事者に とっての相対的費用(relati・

vecosts)へ の配慮が不可欠であるとす る。店

は町中で も簡単に低費用で開けるが,物 品作成

は町中への機器の搬出,操 作は高費用を招 くか

ら,店 の開店に反対 して もよいとする。

確か に,上 の ラビの接近法 は互 恵性 を考慮

は しているものの,依 然 としてCoaseが 片務

性の例 として指弾する場合 と類似性 を もつ。

Coaseは,当 事者に とっての相対 的費用への

経済的配慮を欠いたオール ・オア ・ナ ン(all

ornone)的 性格 をもつ接近法 として斥け る。
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言 い換 えれば,Coaseは,上 のSoferの 接 近

法こそが採用されるべ きであると主張 している

と解することがで きよう。

「売買原理」は,「互恵原理」か ら直 ちに し

たがう。すなわち,有 害事業効果の互恵性は,

有害活動に関与する当事者に とっての相対的

費用か ら出て くる。「売買原理」は,当 事者達

の費用,し たがって総社会費用 を最小化す る

適切 な方法は当事者 間の売買 を通 じるもので

あると主張す る。 したがって,有 害事業効果

ない しかか る活動への法的権利 は,交 渉費用

(negotiationcosts)が 高す ぎない限 り,市 場

を通 じて売買されるべ きであるということにな

る。 ミシュナは,言 う4)。

定着式脱穀場は,町 か ら50キ ュー ビット5)離

さなければならない。50キ ュービット四方に空

きの空間がない限 り,自 らの地所に定着式脱穀

場を設けてはならない。損害の発生 を防ぐため

に隣家の農場や自らの休閑地から十分な距離 を

取 らなければならない,と 。

籾殻が飛び散 ると人を傷つけた り,作 物 を乾

燥 させ る被害が生ずる。律法集 「シュルハン ・

アルク」(ShulhanArukk)6)は,脱 穀場の保有

者に対 し,過 去に反対 もな く営業 してきた とし

ても,隣 家ないし町民はその営業を停止させる

ことがで きると言 う。ユダヤ法では,人 的被害

には,煙,悪 臭,粉 塵,そ して振動が含まれ,

過去に抗議 もな く営業で きていたとして も,現

に抗議が出たら,も はや,そ れは営業を継続 さ

せる正当な事由とはならない。損害賠償請求 を

裁判所が却下するとすれば,そ れは,被 害者が

有害効果への法的権利を有害事業主に売却 した

場合である。かかる裁定の下では,被 害者が有

害効果への権利を買戻すことができるというこ

とになる。すなわち,こ の裁定は,有 害事業効

果を市場で売買可能な経済財とみなしていると

考えられる。

かかる有害事業効果の売買が必ず実現す ると

は限らない。それは,交 渉費用ないし取引費用

に依存す る。ユダヤ法では,交 渉(取 引)費 用は,

事業を停止 させる見返 りに脱穀場の保有者に住

民側が支払わなければならない金銭的補償の文

脈の中で考慮され る。 したがって,法 秩序のあ

り方を通 じて,交 渉(取 引)費用を軽減 させ,そ

れによって当事者 にとっての純社会的費用を低

減 させ ることの必要性が示唆 されて くる。言い

換 えれば,交 渉(取 引)費用は,法 体系に依存す

る内生変数 としての性格 を帯びて くることにな

る。

「Coase定 理」の3つ 目の原理は,有 害効果

への法的権利の所有者 を決定する市場諸力が法

廷の判決に影響されないというものである。 し

たがって,あ る相対的費用条件の下で,法 廷が

当事者Bに 有害事象効果への法的権利 を与え

ても,他 方の 当事者Aが その権利 を当事者B

から買い上げることが可能 となる。ユダヤ法で

は,か かる 「独立原理」が 「ラシュバズ(Rash-

baz)回 答集7)」に窺える。

自宅の隣接地 に屠殺場を建設する計画に接 し

た律法学者が,プ ライバシー喪失,日 照の遮断,

壁の振動,悪 臭,騒 音,そ して屠殺人の不作法

の6種 の有害効果を加えられるとし,建 設阻止

のために地域社会住民に計画停止 を促がす戒告

を発布 して くれ るようR.ZemBenShimonに

訴えた。これに対 し,BenShimonは,住 民に

対 し隣接地を建設予定地にしてはならないと裁

定した。通常は,回 答集は,著 述者が著名をし

て終わる。 しかるに,BenShimonは,追 記を

添 えた。追記は,言 う。

屠殺場な しでは暮 らして行けない住民が,当

の律法学者が法的権利 を移転 して くれて,隣 接

地に屠殺場を建設させて もらえるまで 日参を重

ね,今 日まで,隣 接地が屠殺場 として使用 され

ている。律法学者の土地は,損 害を蒙ったが屠
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殺場 をそこに建設せざるを得なかったのは,そ

れだけ必要に迫 られていたか らだった。

か くして,屠 殺場のさし迫った必要性 と適 当

な代替用地の欠如のせいで法廷の判決が逆転 し

た。経済的に見れば,別 の場所に建設す るか律

法学者に金銭的補償をして建設させてもらうか

すると,住 民は禁止的金額の費用負担 を負うこ

とになる。こうして,経 済諸力が作用 して法廷

の裁定と正反対の市場均衡が導かれることにな

り,「Coase定 理」の第3の 原理 と符合する。

2.取 引 費 用 とCoase定 理

本 項 で は,「Coase定 理 」 と取 引 費 用 の 関 係

を検 討 す る。

コ モ ン ・ロー(commonlaw)は,市 場 諸 力

が 巧 く機 能 しな い場 合 に 自発 的 取 引 の代 わ りを

成 す もの で あ る,とPosnerは 主 張 す る8)。 か

か る 主 張 を 更 に 強 い 形 で 表 現 す れ ば,判 事 は

「見 え ざ る手 」 の 代 理 人 の 役 を演 じて い る とい

う こ とに な る。

ユ ダヤ 法 で は,自 然 淘 汰(naturalselection)

の 複 雑 な 過 程 か らそ の権 威 を 引 き出 す 立 法 者 は,

知 らず の 中 に経 済 的 発 想 に影 響 され て い るば か

『)か,法 典 を編 む に際 して,そ う した 発 想 を巧

み に取 り入 れ る こ と もあ り,企 業 法(business

law)に お い て特 に顕 著 で あ る,とLiebermam

は 主 張 す る9)。 自発 的 な契 約 の 締 結,施 行 に 際

し,取 引 費 用 が 演 ず る役 割 につ い て もは っ き り

理 解 して お り,ユ ダヤ法 の あ る項 は,取 引 費 用

を低 減 させ るべ く作 用 して い た と も主 張 す る。

と こ ろ で,取 引 費 用 は,外 廷 的 な広 が りを持

つ 概 念 で あ る と言 え よ う。 自発 的 契 約 を締 結 し

履 行 し よ う とす る 当事 者 が 招 く非 金 銭 的,か つ

間接 的 な 金 銭 的 費 用 の す べ て を含 む と考 え られ

る。 こ こで,間 接 的 な 金 銭 的 費 用 とは,取 引 当

事 者 の 一 方 か ら他 方 に支 払 わ れ る価 格 な い しそ

の 他 の 対 価 を超 過 した金 銭 的 支 払 い を言 う。 か

か る取 引 費 用 は交 換(exchange)を 防 げ,金 額

に よ っ て は 交 換 か らの潜 在 的 利 得 を 失 わ せ 市 場

活 動 を 停 止 させ る可 能性 す らあ る。 か か る取 引

費 用 の 通 例 と して,手 数 料(commision),探 索

費 用(searchcost),測 定 費 用10)(measurement

cost),交 渉 費 用(negotiationcost),さ ら に 時

間(time)ま で が 挙 げ られ る。ユ ダヤ 法 で は,

多 くの 分 野 が 取 引 費 用 に 言 及 を与 え て お り,探

索,測 定,交 渉,紛 争 解 決,法 文 書 の 保 管 とい

っ た取 引 に関 わ る一 連 の 活 動 を 費 目の 対 象 と し

て い る。

交 渉 費 用 は,中 で も格 別 な取 引 費 用 の 費 目を

成 して い る。 ユ ダヤ 法 に お い て,交 渉 費 用 の 重

要性 は,不 法 行 為 法(tortlaw)に も相 当す る

「ネ ズ ィキ ン」(Nezikin)の ,と りわ け隣 人 の

不 法 行 為,す な わ ち外 部 性 を扱 う部 分 か らの例

で 説 明 され る。 前 項 で み た,籾 殻 が飛 び 散 るか

ら定 着 式 脱 穀 場 は町 か ら50キ ュ ー ビ ック 離 され

な け れ ば な らな い,と す る件 り も然 りで あ る。

財 産 売 買 に お い て,交 渉 を通 じて取 引 当事 者

が 契 約 条 件 に関 す る合 意 を形 成 して い くこ と も

少 な くな い。 しか しな が ら,契 約 条 件 が 外 部 か

ら,例 え ば,法 律 に よ っ て課 せ られ る こ と もあ

る。 しか る に,法 律 で 定 め られ る場 合 よ り当事

者 の 合 意 に よ る場 合 の 方 が,契 約 条 件 が よ り効

率 的 に な る こ と も しば しば あ る。 そ こ か ら,交

渉 が 首 尾 よ く進 む と きに は 法 律 は不 要 で あ り,

邪 魔 で あ り,法 律 が 必 要 とされ,望 まれ るの は

交 渉 が 不 首 尾 に あ る と きで あ る,と い う結 論 が

した が う。 か か る結 論 は,後 に 「Coase定 理 」

と呼 ば れ る命 題 に 発 展 して い く。

上の結論 を 「外部性」(extemalities)が 存

在す る情況において検討 しよう。

外部不経済の発生 は,歴 史的に見て,そ こか

らの損害の深刻 さが社会的関心を喚起す るまで

放置され,法 的措置 も講ぜ られないごとくであ
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る。かかる状態は,あ たか も外部不経済への権

利,す なわち自由に外部不経済を発生 し得 る権

利が加害者側 に賦与されているの と同様の効果

をもたらすと考えられる。

かかる外部性の存在は,市 場での効率的資源

配分の達成を阻ばむ。Coaseは,か かる外部性

に対 して 「交渉」 という人工的市場メカニズム

を適用 してその内部性 を促す可能性 を示唆 した。

そこでの交渉に際 しては,交 渉が無費用で展開

され,外 部性の 「原状」(orginalposition),す

なわち,交 渉の出発点 となる外部性水準の下で

の既得権益の分布状態について交渉当事者間で

予め合意が得られているものと仮定される。

いま,外 部不経済を生み出す一方の企業(以

下,「加害企業」と呼ぶ。)の 生産物の産出量が,

他方の企業(以 下,「 被害企業」と呼ぶ。)の 生

産物の産出量を減少 させ る効果をもつ もの とす

る11)。

さて,加 害企業Bの 利潤 πβは,自 らの生産物

の産出量 論 に依存する,す なわち

πβ=πθ(為)(1)

が したがうもの とする。ただ し,砺 は産出量

の凹函数(碗>0,携<0)で あるもの とする。

加害企業Bの 利潤を最大化する産 出量をX誓 と

すれば,0≦ 論 ≦〃翌を満 たす任意 の 論 に対

して

π,(瑠)≦ πB(濁),o≦ 論 ≦瑠(2)

が したがうものとする。

他方,被 害企業 ・4は,加 害企業Bの 産 出量

に依存する損害Pを 蒙む るもの とす る,す な

わち,

P=D(濁)(3)

が したが う。ただし,jDは,加 害企業Bの 産出

量の増加函数(P'>0,Z)与0)で あるもの とする。

損害 を蒙むる以前の被害企業Aの 利潤は 商 で

あるものとすれば,そ の利潤は

πA=πみ一D(論)(4)

で 表 わ され る。

こ こ で,加 害 企 業Bの 産 出 量 の み が 変 化 す

る もの と仮 定 し,加 害 企 業Bの 利 潤 πβを被 害

企 業Aの 利 潤 πAの 函 数 と して 表 わ そ う。

上 の(3)式 を 論 につ い て 解 け ば

論=D-1(痂 一πA)=4(商 一η)(5)

を得 る 。 こ の 論 を 加 害 企 業 β の 利 潤 π8に 代

入 す れ ば

をβ(論)=π8[4(π バ π4)](6)

が した が う。 こ の と き,

£善=・一π倉4〆<0,0≦ 論 ≦1〃誓(7)

が したが う。 さ ら に,

縮=一(π 多〆+π 倉4")<0(8)

を仮 定 し よ う。こ の と き,(6)式 の 関 係 は πA一πB

空 間 の 中 に 右 下 が りで,原 点 に対 し凹 を成 す 曲

線 で表 わ され る。 一 種 の 変 形 曲線 に相 当す る こ

の 曲 線 を 「利 潤 フ ロ ンテ ィア 」(profitfrontier)

と呼 ぶ こ とにす る。

も し,当 局 が 定 額 移 転(1ump-sumtransfer)

を 適 用 し得 る な らば,ま ず,両 企 業 の 結 合 利 潤

を最 大 化 す る 産 出 量 瀦 を実 現 され た 後,望 む

だ けの 所 得 再 分 配 を実 現 させ る こ とに な る。 達

成 可 能 な結 果 の 集 合 は,雄 に 対 応 す る利 潤 フ

ロ ン テ ィ ア 上 の ヂ 点 で 接 す る45度 の 傾 き を も

つ 接 線 で表 わ され る 。 この と き,結 合 利 潤 の 最

大 化 を 与 え る接 線 は,Pareto最 適 を満 た す 点

の 集 合 とな る。 こ の接 線 を 「移 転 線 」(transfer

line)と 呼 ぽ う(図 一1参 照)。

こ こ で,「 財 産 ル ー ル 」(propertyrules)12)が

適 用 され る もの とす る。 財 産 ル ー ル は,合 意 さ

れ た 「原 状 」 に 当事 者 の 同 意 な しに,変 更 が 加

え られ る こ と を阻 止 し得 る権 利 を各 当 事 者 に認

め る ル ー ル で あ る 。

い ま,図 一1の 利 潤 フ ロ ン テ ィア 上 の%点 を

「原 状 」 とす る。 加 害 企 業Bが ヂ 点 の 利 潤 を

実 現 し よ う とす る と,P*=魚 一 πA(濯)の 損

害 を 被 害 企 業 且 に もた らす 。 財 産 ル ー ル の 下
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で,加 害 企 業 β は,R≧Z)*を 満 た す 損 害 賠 償

1～を行 わ な け れ ば な らな い。 こ こ で,R=P*

と設 定 す れ ば,加 害 企 業 β の補 償 後 の 利 潤 は,
ネ

島(論)一Rと なり,被 害企業Aの 補償後の利

潤は 痂 に留 まる。この両企業の利潤の組は,

移転線上の点 孟、で表わ され る。R>∠)*な る補

償Rの 下でのPareto改 善的な実現可能集合は,

移転線上の区間[ム、,司を含むシャ ドー部分で表

わされる。区間[孟,,司がPareto最 適を満たす

ことはいうまでもない。

もし,「原状」が ヂ の左上方の利潤 フロンテ

ィア上にあるならば,財 産ルールの下で,被 害

企業Aが 加害企業Bに 損害を補償す る条件下

で,そ の産出量の削減 を求めることになり,最

終的 に移転線上の ヂ の左上方の点が実現す る

ことになる。換言すれば,「 原状」がどこに設

定 されていて も,財 産ルールの下で,Pareto最

適 を満たす移転線上の点が実現 されることにな

る。すなわち,交 渉が無費用であれば,「 原状」

ないし財産権の賦与のあ り方の如何に関わ らず,

Pareto最 適 を満たす効率的な資源配分 が もた

らされることになる。かかる結論は,「Coase定

理」が言明するそれに外ならない。

ところで,上 の交渉が,交 渉費用の形での取

引費用を招 くもの としよう。利潤フロンティア

上のヂ が実現 されたとして も,次 の補償に関

する交渉 に際 して取引費用が伴ない実効移転線

は,も はや45度 ではな く,そ の内側に位置する

曲線で表わ され ることにな り,取 引費用 をと

もなう交渉の実現点は曲線上に位置 し,も はや

Pareto最 適を満たす資源配分を実現 し得ない

ことが結論 される(図 一2参照)。

3.規 範的Coase定 理

本項では,交 渉費用の形での取引費用が交渉

の頻度,密 度に応 じて変化するところでの交渉

水準のあり方 と 「Coase定 理」の関係 を検討す

る。

い ま,取 引に際 しての取引費用C,便 益yl

したが って,便 益か ら取引費用を減 じた余剰

(surplus)が 交渉水準Eに 依存す るもの とす

る。すなわち,

C=C(E)(9)
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y;『V(E)(1①

S(E)=1V(E)一C(E)(11)

と定 義 され る。 ただ し,限 界 取 引 費 用 の 逓 増 性

(C'>0,C〆'>0)と 限 界 便 益 の 逓 減 性(γ'〉0,y"

<0)が 仮 定 さ れ る。 この と き,余 剰 は,交 渉 水

準 に関 す る 凹函 数 で表 わ され る(図 一3参 照)。

便 益 と取 引 費用 を均 等 化 させ,余 剰 をゼ ロ に

す る交 渉 水 準Eを 閾 値(threshold)と 呼 ぼ う。

こ の 閾値Eは,取 引 費 用 の 閾値Cを 対 応 づ け

る。E≦E,し た が っ て,C≦Cを 満 た す 交 渉

水 準Eは 非 負 の 余 剰 を もた らす か ら,交 渉 が

実 行 可 能 とな り,「Coase定 理 」 が 適 用 可 能 と

な る。 逆 に,E>E,し た が っ て,C〉Cを 満

たす 交 渉 水 準Eの 下 で は,「Coase定 理 」 の 適

用 は不 能 とな り,何 らか の形 の権 力 の介 入 の 余

地 が生 まれ て くる。

と こ ろで,交 渉 水 準 に 対 応 す る取 引 費 用,便

益 に関 す る評 価 額 が,交 渉 当事 者 間 にお い て食

い違 う場 合 もあ り得 る。 い ま,取 引 費 用 に 関 し

図4

て,一 方 の 当事 者 が 相 対 的 に 高 い評 価 ぴ を 与

え るの に 対 し,他 方 が 評 価CLを 与 え る もの と

す る と,交 渉 水 準 の 閾 値 がEH,ELと 相 異 な り,

EHE乙 間,し た が っ て,CκCL間 で は,一 方 に

と っ て は 交 渉 が 実 行 可 能 とな るが,他 方 に とっ

て は交 渉 不 能 と な り,権 力 の 介 入 の 余 地 を も認

め る とい う意 見 の 不 一 致 が 生 ず る。 こ の こ とは,

「Coase定 理 」 の現 実 の 間 題 へ の 適 用 に 際 して ,

交 渉 解 の 不 成 立 の 可 能 性 が あ る こ とを示 唆 して

い る13)(図 一4参 照)。

これ まで,取 引費用の大きさは所与の法体系

に対 し外生的に決定 される,す なわち法の適用

の範囲の外で,専 ら交渉が もつ客観的特性だけ

から決定されるもの と想定してきた。 しかるに,

現実はむ しろ逆である。 もし,法 ルールが当事

者間の交渉に際 して障害物として作用する要因

を軽微化 し得るならば,取 引費用は当の法体系

に対 して内生的 に決定 されるこ とになる14)。
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こ の と き,「Coase定 理 」 は,法 ル ー ル が 交 渉

の 取 引費 用 を低 減 させ る こ とに よっ て 交 渉 を促

進 させ 得 る こ とを示 唆 す る もの と考 え る こ とが

で き る。

も し,取 引 費 用 の 低 減 化 が 交 渉 を 円滑 化 す る

とす れ ば,で は取 引 費 用 の低 減 化 の た め に 法 は

いか に構 成 させ るべ きか とい う規 範 の あ り方 が

間 わ れ て くる。 以 上 の議 論 か ら,次 の 「規 範 的

Coase定 理 」(normativeCoasetheorem)が

した が う。

[規範的Coase定 理]

当事者間の交渉の合意にとっての障害 を

排除するように法を構成せ よ。

[規範的Hobbes定 理]

合意への失敗がもたらす損害 を最小化す

るように法を構成せ よ。

上の定理は,法 は,そ れを最 も高 く評価する

当事者に財産権 を賦与すべ きであることを示唆

している。最 も高 く評価する当事者に財産権 を

賦与 しておけば,権 利の交換は不必要 とな り,

したがって取引費用の削減が促されるからであ

る。

合意への失敗が もたらす損害の最小化 と合意

への障害の最小化 をそれぞれ主張する上の2つ

の規範原理は,現 に,財 産法において広い適用

性 を発揮 していると考えられる。

上の定理の原理的主張は,私 的交換 こそが法

的権利 を効率的 に配分 し得 るとす る 「Coase

定理」の前提があって初めて示唆 されて くるも

のである。1990年 代の世界的な民営化(priva-

tization)の 潮流は,上 の定理の適用例 とみな

すことができよう。

ところで,上 の定理の裏に潜む思想には,人

間個人に対する楽観的なまでの信頼感から,む

しろ差別という悲観から出たユ ダヤ的同胞意識

までの解釈の幅が存在するように思われる。一

方の個人への楽観的な信頼感の対極に据 えられ

るべ き17世紀の哲学者のHobbesの 思想 があ

る。Hobbesは,人 間個 々人は,た とえ交渉に

対する重大な障害が存在 しないとして も,な お

協力によって生まれ る余剰の分配の仕方に納得

を示す程理性的ではいられないとし,合 意への

強制力を使用 し得 る。例 えば国家の ような第三

者が存在,介 入 しない限 り,争 いに通 じかねな

い貧欲さを発揮するのが通常なのであるとする。

この とき,次 の 「規範的Hobbes定 理」(nor-

mativeHobbestheorem)が したが う。

1)本 項 の 議 論 は,Liebermann[14]に 負 う。

2)18世 紀 の 中 央 ヨ ー ロ ッパ の 著 名 な ユ ダ ヤ 人

法 律 学 者 で あ る。

3)BabaBathra,Ch.ILMishna3,参 照 。

4)BabaBathra,Ch.ILMishna8,参 照 。

5)キ ュ ー ビ ッ ト(cubit)は 距 離 の 単 位 で,

1キ ュ ー ビ ッ トは18.9か ら22.7イ ン チ に相 当

す る 。

6)16世 紀 にR,」 。Karoに よ っ て 編 集 さ れ た ユ

ダヤ 法 の 主 要 法 典 で あ る 。

7)15世 紀 のR.ShimonBenZemahDuranに

よ る 編 集 。

8)Posner[19]参 照 。

9)Liebermann[15]参 照 。

10)「 測 定 費 用 」 は,製 品 の 品 質,特 性 な ど の

情 報 の 取 得 に 関 わ る 費 用 で,「 情 報 費 用 」 よ り,

よ り厳 密 な範 疇 を もつ 。

11)以 下 の 議 論 の 中 の 多 く をPolinsky[17]

に 負 う。

12)「 財 産 ル ー ル 」 お よび,対 を 成 す 「責 任 ル

ー ル 」につ い て ,Calabresi=Melamed[3]参

照 。

13)交 渉 に 際 して,よ り有 利 な 条 件 を 引 出 す べ

く合 意 を 遅 延 させ る 「ホ ー ル ド ・ア ウ ト」(hold

out)戦 略 は,取 引 費 用 を上 昇 させ る 要 因 と み

な す こ とが で き よ う。

14)以 下 の 議 論 は,Cooter[5],Cooter=Ulen

[8](Chap.4)参 照 。
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第2節Coase定 理 と不 確 実性

Coase定 理の病理

量,瓦4は 要 素 投 入 量 で あ る。 ま た,生 産 函 数

丑(・)は,要 素 投 入量 に関 して 収 穫 逓 減 耀>0,

論<0)す る もの と し,加 害 企 業Bの 産 出 量 か

1.不 確定外部不経済とPareto最 適性

本節では,「Coase定 理」の成立を危 うくする

もう一つの要因 として掲げられる 「不確実性」

が支配する情況において,「Coase定 理」の妥

当性 を検証する。

本項では,不 確実性が生起 し得 る外部不経済

の規模に作用す る 「不確定外部不経済」(uncer-

tainextemaldiseconomy)が 支配するところ

での 「Coase定 理」の妥当性を検討する。

さて,不 確定外部不経済の当事者間での内部

化が行われるためには,出 発点ない し初期点と

なる外部不経済の水準に対する既得権益の分布

状態に関 して両当事者の間で合意が予め成立 し

ていなければならない。以下,か かる合意が成

立 しているものと仮定する。

いま,不 確定外部不経済に直面する主体 とし

て2つ の生産企業を想定 し,外 部不経済 を生む

企業 を加害企業,外 部不経済 を蒙むるそれを被

害企業 と呼ぶ。この とき,加 害企業が被害企業

にもたらす外部不経済の規模 は加害企業の生産

物の産出量水準に依存 し,産 出量の増加につれ

て被害企業の生産物の産出量は減少 してい くも

のとする。そこでの被害企業の生産過程には,

「技術的不確実性」(technologicaluncertainty)

が作用 し,生 産要素投入比率には影響を与える

ことなく産出量に乗法的に作用するもの とす る。

ここで,「技術的不確実性」を確率変数である

パラメータ θで表わすもの とする。

ここで,い ずれの企業 も1種 類の生産要素を

要素市場から調達することによって,そ れぞれ

の生産物 を生産するものとする。

まず,被 害企業 且の生産函数は

濁=研(M,Xみ)(1の

で表わされ るもの とする。ただ し,濁 は産出

ら逓 増 的 外 部 不 経 済 耀<0,茄>0)を 蒙 む る も

の とす る。

他 方,加 害 企 業Bの 生 産 函 数 は

Xβ 二∫8(陥)
,(13)

で 表 わ され,要 素 投 入量 に関 して収 穫 逓 減 耀>

0,漁<0)す る もの とす る。

こ こ で,被 害 企 業A,加 害 企 業Bは,そ れ ぞ

れ の 生 産 物 市 場,そ して 生 産 要 素 市 場 に お い て

競 争 的 に 行 動 す る もの とす る と,両 企 業 の利 潤

は,

πA=ρ ハ研(鮪,論)一2〃 八弘(1の

π8=好8(鰯)一 側く伝(1励

で表 わ さ れ る。 た だ し,ρ 冗,加 は,そ れ ぞ れ の

生 産 物 価 格,側 は 生 産 要 素 価 格 で 「状 況 」(state

ofnature),し た が っ て,θ か ら独 立 で 一 定 で

あ る もの とす る。

ところで,不 確定外部不経済が作用する情況

の下での両企業の生産活動が効率性基準,す な

わち 「Pareto最 適性」を満 たす資源配分 を実

現するためには,上 の外部性が完全に内部化さ

れる必要がある。かかる効率的資源配分が満た

すべ きPareto最 適条件 は,両 企業がそれぞれ

の生産部門を構成す るような単一の合併企業を

想定 し,そ こでの 目的函数を最大化することに

よって導かれる。

いま,合 併企業は,危 険回避的で,不 確定な

結合利潤 π=πA+πBか らの期待効用を最大化す

るものとする。すなわち,間 題は

maxE[U(π)]=E[U(ρ 河のヂ刈(M,為)
N4,2VB

+ρ/(醜)一 ω(鵡+鰯)(1①

で表 わ さ れ る。た だ し,U(・)は,vonNeumann

=Morgenstem流 効 用 函 数 で あ る。ま た,Eは

期 待 値 オ ペ レ ー タ で あ る。
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直 ち に,1階 条 件

E[U1(π)(1)圃 畷 一 ω)]二 〇(17)

・・意r一 釜[畠 ≦3)1]　 (π)(1紛

E[U〆(π)((か 磯 一ρβ)濡 一 ω)]=0(珊

卿一ρ認 _E[ぴ(π)θLo「r醗一
E[ぴ(π)r伊(π)⑳

が したが い,Pareto最 適 条 件

側 一牛 雑 ≡ 伊(π)(21)

ヵ耀 ρ蝦 斎

が し たが う。 た だ し,θ*(π)は,均 衡 点 で 評 価

した利 潤 に対 す る確 実 な 請求 権1単 位 と不 確 実

な 請 求権1単 位 の 間 の 限 界 代 替 率 で あ り,「 リ

ス ク ・マ ー ジ ン」(riskmargin)に 対 応 す る15)。

こ こで,取 引 費 用 の 問題 を排 除 す る ため に,

「産 出 量 削 減 」 に 関 す る 「賄 賂 市 場 」(bribery

market)の 存 在 を想 定 す る16)。 そ こで は,外 部

不 経 済 を も た らす 加 害 企 業Bの 産 出 量 削 減 に

対 して,1単 位 当 た り ρの 移 転 価 格 を支 払 う も

の と し,ρ を 「外 部 性 価 格 」(extemalityprice)

と呼 び,両 企 業 は,賄 賂 市 場 に お い て価 格 受 容

者 と して行 動 す る もの とす る。

この と き,被 害企 業Aの 利 潤 は

πA二ρA研(飾,畷)一 側鮪

一ρ(」も 一鵡)(22)

で 表 わ され る。 た だ し,瑠 は,被 害 企 業 且 の

加 害 企 業 β の 産 出 量 に関 す る需 要 水 準 に相 当

し,し た が っ て,(又 β一 畷)は,「 産 出 量 削

減 」 に対 す る需 要 水 準 とな る。

他 方,加 害 企 業Bの 利 潤 は

πB二ρヅ β(輪)一 ω1%十 ρ(Xβ 一∫β(魏))⑬

で 表 わ さ れ る。 た だ し,あ(隔)=砺 は,加 害

企 業Bの 産 出 量 に 関 す る供 給 水 準,し た が っ

て,Xβ 一押(鰯)=Xβ 一 聡 は,「 産 出 量 削 減 」

の供 給 水 準 とな る。

まず,被 害 企 業 且 は 危 険 回 避 的 で あ り,確

率変数 となる利潤からの期待効用 をM,瑠 に

関 して最大化するもの とする。

直ちに,そ れぞれの1階 条件

E[U1(π 刈)(ρ協畷 一 ω)]=0

卿E[u'(πA)θ1_o「

砺r=E[ぴ(πA)]=ザ(π4)

E[U'(π 五)((ρ 且磯 十 ρ)]=0

ρE[u'(π 湾)θ] _・「 一研=

E[ぴ(π 、)rび(π4)

が し た が う 。

⑳

㈲

㈲

⑳

次 に,加 害 企 業Bは 確 定 的 な 利 潤 の 最 大 化

を図 る もの とす れ ば,1階 条 件

(ρ8一ρ)鴻一 ω=o⑱

が した が う。

㈲,⑳,㈲ 式 か ら

ω 一竿 縛 ≡伊(π、)㈲
ρ耀 力畷 斎

が した が い,さ ら に,「 産 出 量 削 減 」 の 需 要 と

供 給 の 均 等 条 件

鵡=漂 ⑬①

・r〈 彰一禰 ⑬1)

が した が え ば,「 賄 賂 市場 均 衡 」 が 導 か れ る。

と こ ろ で,上 の㈲ 式 が,加 害 企 業 の 産 出量 の

「現 状 」Xβ か ら独 立 に導 か れ て い る こ と に注

意 す れ ば,均 衡 条 件((2窃式)がPareto最 適 条 件

((21)式)に一 致 す る な らば,不 確 定 外 部 不 経 済 が

支 配 す る と こ ろ で も 「Coase定 理 」 が 妥 当す る

こ とが 示 唆 され る。 しか る に,θ*(π)と θ寧(箱)

は,一 般 に一 致 しな い こ とを確 か め よ う。

い ま,(29)式 と⑳ 式 が 一 致 す る もの と し,そ こ

で の 両 企 業 の 要 素 投 入 量 をM,鰯 で 表 わ そ う。

この と き,均 衡 外 部 性 価 格 β の 下 で

θ*(ρA研(N1,Xみ(醜))一 ωM

一 β(濁 一X吾(醜)

=酵(ρ 圃研A(鵡,X吾(醜))一 卿く弘

+ρβ∫β(陥)一 ω 〈伍)⑳

が したがわ なけれ ばな らな い。しか る に,一 β(XB一
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Coase定 理 の病 理

X吾(ハ屠))<0に タ寸し1蛤∫8(ハ南)一 ω」へ伝≧0カ ごし

た が わ な け れ ば な ら な い。ま た,θ*(・)はU(・)

の 単調 性 か ら単 調 函 数 とな ら な け れ ば な らず,

した が って,圃 式 は矛 盾 し,成 立 し得 な い。

以上 か ら,不 確 定外 部性 に対 す る賄 賂 市 場 が

Pareto最 適 な 資 源 配 分 を実 現 し得 ず,し た が

って,不 確 定 外 部 性 の 下 で 「Coase定 理 」 は,

一 般 に妥 当 しな い こ とが 確 か め られ た
。

ところで,本 項の議論において,不 確定外部

不経済は,専 ら被害企業が負担 していた。 この

ことは,暗 に,被 害企業を有責とする責任ルー

ルが採用 されていることを示唆 している。

2.加 害者賠償責任ルールとCoase定 理

本項では,被 害企業にもたらされる外部不経

済に対 して加害企業が賠償責任 を負う責任ルー

ルが設定されている情況の下で,交 渉に代われ

る 「賄賂市場」を通 じた外部不経済の内部化の

可能性を検討する。

もし,加 害企業と被害企業の産出量が函数的

に分離可能(separable)で あるとき,加 害者

側に対する賠償責任の設定は,不 確実性か らの

危険の負担者 を被害者側から,加 害者側 にシフ

ト(riskshifting)さ せる効果をもつことが知 ら

れている17)。しかるに,両 企業の産出量 が函

数的に分離不能(inseparable)で あれば,上 の

リスク・シフ ト効果は不完全に しか作用せず,被

害企業 と加害企業が危険 を分担(risksharing)

せ ざるを得なくなることが容易に推量 される。

いま,加 害企業に,あ る水準 までは外部不経

済の発生を容認するが,同 水準を越 えた部分に

ついては賠償義務の対象となるルールが設定さ

れているものとする。この とき,加 害企業の利

潤が自らの産出量とともに増加するならば,被

害企業に支払われるべ き法定賠償額は,被 害企

業の産出量ないし要素投入量に依存 して くる。

したがって,加 害企業は,自 らの産出量の削減

のみならず,被 害企業の産出量削減に対 しても

誘因をもつ ことになる。このとき,被 害企業は,

その産出量削減 にともなう損失を完全填補 して

もらえない限 り,削 減には応 じないであろう。

すなわち,被 害企業の産出量削減の逆供給函数

は,失 われた限界利潤に最少供給 を一致させる

もの とな り,右 上 りの曲線 と考えられ,他 方,

加害企業 にとっての法定水準以上の外部不経済

に対する支払額の減少を意味す る被害企業の産

出量削減 に対する逆需要函数は,獲 得する限界

便益に最大需要価格 を一致させ るもの となり,

右下 りの曲線であると考えられる。

さて,両 企業の産出量が函数的に分離不能で

あるもの とすれば,加 害企業Bの 容認産出量

を〃 とするルールの下で,被 害企業Aの 補償

後利潤 ガ は,削 減の出発点を示す 「原状」痴

の下で

勘=ρ 刃θ∫A(踊,ハ4)一 ω鮪

+ξレ(X4一研蟹鵡,論))⑬

で表わされる。ただ し,θ は不確定要素を表わ

す確率変数の実現値であ り,ξ は賄賂市場にお

ける外部性価格である。

他方,加 害企業 βの補償後利潤 ♂ は

πβ=ρ8∫β(隔)一 ω輪 一[ρハθ!A(鵡,躍)

一ρ"研(鵡 ,濁)]

一ξ(Xλ一6iゲ/1(ハ!λ,Xみ))(34)

で表わ される。

(謝,㈱式から明らかなごとく,両 企業の補償

後利潤ほ共に確率変数 となる。ここで,両 企業

は,確 率変数 θに対 して共通の確率判断 を も

つ ものとし,そ れぞれの期待効用を最大化する

ものとする。

危険回避的な被害企業Aの 期待効用 は,効

用函数 砿(・)の下で

E[㎝(勘)]=,E[砿(ρ 箆θヂ(鮪,〃)一 躍瓦4

十ξ(XA-6ゲA(〈 弘,X吾)))]G5)
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で 表 わ さ れ,危 険 回 避 的 な 加 害 企 業 βの 期 待

効 用 は,効 用 函 数 ㎝(・)の 下 で

E[碗(πB)]=E[砺(ρB∫B(鰯)一 側鵡

一[加 θ∫A(M ,〃)

一ρ且研(M
,為)]

一 ξ(XA一 み湾(.酬,X吾)))]㈹

で 表 わ さ れ る。

被 害 企 業 ・4の1階 条 件 は

E[α(πA)(ρ"鴫"一 卿 一 ξ畷)]=OGか

ρ昭 漏"一 ωE[α(πA)θL
or__θ 寛(πA)(3鋤雛E[α(

πハ)]

で 与 え られ る。た だ し,瑞Mは,為=〃 の 下 で

の 需 要 鵡 に 関 す る 限 界生 産 力,す な わ ち 瑞"

≡彰 ぺ 鵡,〃)/∂Mで あ る。

,次 に,加 害企 業 β の1階 条件 は

E[α(π β)(ρハ+ξ)畷 溜+ρB躍 一ω)]

=0㈲

ω一ρβ∫マE[乙 房(πβ)θ]_
orθ 唐(πβ)㈹(ρ

鳳+ξ)燈 ガE[硯(πB)]

E[砿(πB)((ρ 五+の 卿 一ρ圃θ論)]=o

(41)

ρAθ瑞"or
A≡ 砺(πβ)⑰(加+ξ)∫
N

で 与 え られ る。

(3の,倒,㈹ 式 と被 害 企 業 且 の 産 出 量 削 減 量 の

需 給 均 等 条 件

醐=殴 ⑬

は,「 賄 賂 市 場 均 衡 」 を導 く。 賄 賂 市 場 均 衡 が

満 た す べ き条 件 は

(ω一ρB∫β)が θ寛(πA)

[ρA(∫ガ・砿(π乃)+∂ 論)一 ω]∫留

ρ五θ瑞"の(π 刈)_一 一θ毒(πβ)圓

ρ.(〆編(πA)+θ 論)一"

で表 わ され る。

働 式 の 均 衡 条 件 は,前 項 で 導 か れ た受Pareto

最 適 条 件(⑳ 式)と は一 致 しな い。 さ らに,被 害

企 業Aの 産 出 量 削 減 に関 す る賄 賂 市 場 に お け

る需要曲線,供 給曲線が,そ れぞれ常に右下が

り,右 上が りの形状 をもつ とは限 らないことが

確かめ られ る。かかる困難は,両 企業の産出量

の函数的な分離不能性の故に,被 害企業Aの

危険が賠償責任を負う加害企業にシフ トし切 ら

ず,危 険を分担せ ざるを得ない事実か ら生ずる。

3.株 式 市 場 とCoase定 理

本 項 で は,危 険 分 散 の 制 度 と して 株 式 市 場 が

利 用 可 能 な 情 況 の 下 で の 不 確 定 外 部 不 経 済 の賄

賂 市場 に よ る 内部 化 の 可 能 性 を検 討 す る18)。

まず,被 害 企 業 、4,加 害 企 業 β の 生 産 物 と

株 式 を購 入 す る消 費 者 の 行 動 を規 定 し よ う。 消

費 者 の 行 動 は,2段 階 の最 適 化 の 間題 と して 定

式 化 し得 る。 不 確 定 要 素 を 示 す 確 率 変 数 θが

確 定 す る以 前 の 「事 前 」(exante)に ポ ー トフ

ォ リオ の 選 択 を 行 な い,次 い で,θ が 確 定 した

「事 後 」(expost)に 確 定 され る所 得 制 約 の 下

で 消 費 者 決 定 を行 う消 費 者 ガ(歪=1,…,κ)を 想

定 す る。

い ま,双 対 性(duality)を 用 い て,後 向 き帰

納 法(backwardinduction)を 適 用 す る。す な

わ ち,既 に,事 前 に お け る ポ ー トフ ォ リオ の選

択 が 終 了 し,不 確 定 要 素 を 示 す 確 率 変 数 θが

確 定 し,実 現 値 が θで 与 え ら れ る と き得 られ

る所 得1(θ)の 下 で の 消 費決 定 の 間 題 は

maxぴ(C4ガ,¢)

q,傷 一
s.五 ρ刈q+ρBq≦1ゴ(θ)㈲

で 表 わ され る。 ま た,消 費 者1は あ の 現 金 な

い し 貯 蓄 の 初 期 保 有 を も ち,被 害 企 業 ハ の

が

シ ェ ァ 育 逐(Σ 覇 二1),加 害 企 業 β の シ ェ ア
ゴニ 　

ンど

鯖(Σ 錆=1)の 初 期 保 有 を もつ もの とす る。
ガニ 　

とこ ろ で,消 費 者 」の 所 得 は,貯 蓄,配 当所

得,そ して 要 素 所 得 か ら成 る もの とす れ ば,

以 θ)二y汁s匠 πA+s差 πB+卿 くる ㈹

で 表 わ され る。 た だ し,ノVガは 要 素 の 初 期 保 有

量 で あ る。 この と き,消 費 者1の 間 接 効 用 函 数
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が(1∫(θ),か,ρβ),す な わ ち

max%∫(α(1f(θ),ρ ハ,ρ8),

G*(1ご(θ),拓,ρ8))

=循(α ホ(1ゴ(θ),か,ρβ),

α(1f(θ),ρ 且,ρβ))

≡ が(1ご(θ),ヵA,ρB)㈲

が 定 義 され る。

こ こ で,上 の 間 接 効 用 函 数 を用 いれ ば,確 率

変 数 θの 確 定 以 前 の事 前 に お け る 消 費 者 ガの ポ

ー トフ ォ リオ の 選 択 の 間題 は

maxE』[が(1∫(θ),か,ρ β)]

yゴ,sλ,5差
s.欧 黄+sオ 脇+s健 吾≦夕f+覇 レλ

+覇%㈹

で 表 わ さ れ る。 た だ し,砺,砺 は,そ れ ぞ れ

被 害 企 業 盈,加 害 企 業 β の 株 式 市 場 価 値 で あ

る。 また,消 費 者2は,確 率 変 数 θに つ い て 密

度 函 数hf(θ),分 布 函 数Hf(θ)を もつ 主 観 的 な

確 率 判 断 を もつ もの とす る。Ef(・)は,か か る

確 率 判 断 に基 づ く期 待値 オ ペ レー タで あ る。

こ こ で,上 の 予 算 制 約 式(㈹ 式)を 黄 につ い

て 解 き,1'(θ)に 代 入 す れ ば,ポ ー トフ ォ リオ 選

択 の 間 題 は

maxEズ[頑 夕汁 謡(勘 一 偽)

姦,嵯+
s叡 π8一}菊)+覇 協+詣 『%

+2副)]

と書 き改 め られ る。

直 ち に,粛,鐙 に 関 す る1階 条 件

ど[毎 ・(η一 協)]

二Ef[毎 ・(ρ^θ∫紋M,〃)一 卿M

+ξ(茄 一 分 ぺM,XB))一 陥)]二 〇

Eガ[毎 ・(πβ一y吾)]

=E翠[毎 ・(ρB∫β(鮪)岡 〃陥

一[ρ4θ∫ハ(酬 ,κ)一 ρA研(瓦4,Xみ)]

一ξ(Xl亀一 βプA(ハ畠,Xみ))一Vカ)]二 〇

が したが う。 た だ し,毎 ≡∂が/∂1'で あ る。

@9)

(5①

㊤1)

い ま,消 費 者 」の 心 裡 価 格(implicitprice)

毎・h'(θ)

ρ1(の一 ∫毎。4Hf(の ・ノ=且 ・B6助

を定 義 す る。ρ1(θ)は,あ る θが 生 起 した と きに

限 り1単 位 の 貨 幣 を支 払 う証 券 に 対 す る留 保 価

格(reservationprice)に 外 な ら な い。

さ て,上 の1階 条 件(㈹,(51)式)を ∫毎・4穿(θ)

で 除 し,∫ 穿・4穿(θ)可 〃ジ・hゴ(θ)4θ=ガ[∂口 な

る関 係 を考 慮 す る と,60),61)式 は,そ れ ぞ れ

ρAθ∫4(ハ畠,〃)一 躍ハ屠+ξx吐 一 脇

一ET爆 ・θ]夢火 鵡
,XB)二 〇 ㈲

ρノ(蝿)一 躍Mヌー[ρAθ∫河(1協,〃)

一Eご[煽 ・θ1ク〆(鵡
,X吾)]

一 ξ濁 一%十Eガ[煽 ・θ]ξ戸(鵡
,XB)二 〇

(50

と変 形 され る。 さ らに,㈹,64)式 か ら

砿 ≡Eガ[廟 θ]=(ρ鴇θ∫刃(鵡,〃)

一Z{ノハな+ξX4一 レλ)/ξノ'1(ハ畠
,X吾)(55)

9ず≡Eプ[煽 ・θ]=(ρ β∫β(M)一 ω醜

一加 θ∫A(ハな
,〃)一 ξ渇

一 協)/(動+ξ)∫A(鵡
,鵡)㈹

が した が う。 しか る に,砿,φ は,㈲,㈹ 式 か ら

明 らか な ご と く,消 費 者 か ら独 立 と な り,し た

が っ て,株 式 市場 で 顕 示 さ れ る不 確 実 な 被 害企

業Aの 生 産 物1単 位 の 被 害 企 業,加 害 企 業 に

とっ て の 「確 実性 同 値 価 格 」(certaintyequiva-

1entprice)と み な す こ とが で き る。

と こ ろ で,企 業 の 経 営 者 は,株 主 の利 益 に最

も適 う生 産 決 定 で あ る と 自 ら信 ず る生 産 計 画 を

株 主 の 確 率 判 断 を用 い て 実 行 す る誘 因 を もつ と

考 え られ る。 か か る経 営 者 か ら成 る企 業 は,株

主 市 場 の均 衡 で 評 価 され る株 主 た る消 費 者 の 期

待 効 用 が最 大 に な る よ う に生 産 決 定 を行 う と定

式 化 さ れ る。

い ま,株 主 市 場 の均 衡 で 評 価 され る株 主 た る

消 費 者 の 期 待 効 用 の生 産 計 画 の 変 化 に対 応 す る

変 化 を見 る た め に,被 害 企 業 澱 に つ い て,
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∂鵠]/B[が]≡ ∂需]
・次に・力日害企業に

ついて,∂ 鵠]/醐 ≡ ∂鵠]・ さらに・

∂霧]/咽 ≡ ∂器]と し
・生産計画の

変化 に対 す る期 待 効 用 の 変 化 を み るた め に

∂班 司
_s宜[ρ 、礁 一 ω 一研 廟 司 瓠]

∂.〈贋

∂畷
+(椴 一sズ)一 働∂禰

∂E'[司
=S茜[磁 一 ω

∂ハ磁

+E'[ρ む・θ](ξ+ρハ)浸瀦]

.∂%
+(鰯 一s芸)一 ㈹∂輪

鯉 一s芸[Ef[嗣(ξ+ρ 且)が
∂!吸

一 ∂略
一ρハθ翻+(詣 一の 可 ㈲

∂磧 ∂%∂y差を考えよう
・ただ し・ ∂醍 ∂酬 可 は・

それぞれ,鵡,鵡,Mの 変化に対する企業の株

式市場価値の変化に関す る消費者 ぎの予測値で

ある。

消費者は,企 業の生産決定の如何によらず株

式市場が均衡するものと考えるであろうか ら,

側,㈹ 式 を 禰,.輪,1畷 について微分 し,ゼ ロに

等 しいとおけば

一 ∂E」[ρ1・θ]

カハθ温"一 側 ・瓠(1〉4商)∂1顕

∂以
一Eゴ[ρ 萱・θ]雛 二 ⑯o)

∂〈彊

ρ認 一"

∂Ef[ρ 差・θ]+(ξ+ρ
五)∫A(ハ 孤,Xみ)∂〈房

∂瑠
一E∫瞳 胡(ξ+ρ ハ)瑠 二

錨 俗1)

∂E[ρ 気・θ]
一一一ママ死r一一(ξ+ρA)ゑ(M,Xみ)

∂八賃

+Ef[ρ む・θ](ξ+ρ質)κが

一 ∂%
一ρ且礁 二可 一 働

を得る。

しかるに,消 費者 は,被 害企業の産出量が加

害企業の産出量 に依存することも,そ こにとも

なう外部不経済 については賠償責任ルールの下

で完全補填 されることも知っており,さ らに,

被害企業の産出量削減(要 素投入量の削減)に つ

いて賄賂市場が別途成立す ることも知っている

と考えられる。また,一 方の企業の要素投入量

の変化が,他 の企業の要素の利用可能性 に影

響を与えることがないと考えるから,被 害企業

、4の不確実な生産物1単 位の確実性同値価格

Ef[ρ爵θ],ガ[煽・θ]は,要 素投入量の変化か ら

独立であると各消費者が判断すると考えられる。

したが っ て,∂E∫[ρ差θ]/∂禰=0,∂E'[ρ 差θ]/

∂醜=0,∂ ガ[ρ善・θ]/∂ノ嘱 二〇と結論 され る。こ

の関係 を60),㈹,働式に代入 し,簡 単化 した関係

を㈲,働,㈹ 式に代入すれば

∂Ef[万∫]_f∂ 瑞
=SA

∂1順 ∂禰

=覇[ρ.鴫"一 ω 一E∫[煽 ・θ]嬬]㈹

∂E'[万']_ゴ ∂'V差=SB一

∂輪 ∂〈伝

=扇[ρ 譜 一側+Eゴ[届 ・θ](ξ+ρ圃)プ鍍]64)

∂Eガ[万'].∂ 『v差一 石r=覇 一

∂〈償 ∂岬

=訊 研 瞬 θ](ξ+加 淵 一ρ質θ蒲"]65)

が したが う。

とこ ろ で,消 費 者 づは,Eガ[煽 ・θ1,Ef[屠 ・θ]に

基 づ い て ポー トフ ォ リオ の 決 定 を行 うか ら,既

存 の 株 主(覇,扇>0)が 各 企 業 に対 して株 式 市場
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価 値 の 最 大 化 を求 め るべ く全 員 一 致,す な わ ち

「株 主 全 員 一 致 」(shareholders'unanimity)が

した が う で あ ろ う か ら,被 害 企 業Aは,㈹ 式

よ り

ρ.グ茄 ゼ 卿 一砿 嬬 二〇 ㈹

を満 た す よ う に,他 方,加 害 企 業Bは,64),㈲

式 より

ρBノガー 祝2+(7善(ξ+ρA)ノ翌ノガ=0(67)

(1書(ξ+ρ且)ノ労一2%θ ノ訪M=068)

を満 た す よ う に所 与 の 賄 賂 市 場 の 外 部 性 価 格 ξ

の 下 で生 産 決 定 を行 うで あ ろ う。 こ の こ と は,

株 式 市場 にお い て消 費 者 の 危 険 分 散 化 を通 じて

顕 示 さ れ る確 実 性 同 値 価 格 頃,晶 を用 い る こ

とに よ って,各 企 業 が,不 確 実 性 が 存 在 しな い

場 合 にお け る ご と く,㈹,㈲,68)式 に したが っ て

生 産 決 定 を行 うこ とが で き る こ とを 意 味 して い

る。⑯,㈹,鯛 式 を

ρ回θ痴"一 ω,=9A㈲雛

ω一ρ認 、

(舛 の ∫留 二 σ8σo〉

ρ回θ瑞",

(ρA+㌶=9B(71)

と変 形 す れ ば,前 項 の 株 式 市 場 が 存 在 しな い ケ

ー ス に お け る均 衡 式((鋤 ,㈹,(切 式)と 類 似 の 表 現

を得 る。そ こで の 「リス ク ・マ ー ジ ン」び(πA),

ぴ(πθ)と,上 の 「確 実 性 同 値 価 格 」 頃,塘 が 一

致 す る と き を除 き,異 な っ た賄 賂 市 場 均 衡 が 実

現 さ れ る こ と にな る。 しか しな が ら,株 式 市 場

の存 在 は,前 項 で み た ご と き企 業 の 危 険 負 担 を

不 要 に し,危 険 は,専 ら株 主 た る消 費 者 が 行 な

うこ とに な り,被 害 企 業 の 産 出 量 削 減 に対 す る

需 要,供 給 曲 線 は,そ れ ぞ れ 右 下 が り,右 上 が

りの 形 状 を もち,賄 賂 市 場 均 衡 が 安 定 解 とな る

こ と を保 証 す る。

以上から,被 害企業有責ルールと加害企業有

責 ル ール の 下 で の 均 衡 条 件 は,一 般 に 一 致 せ ず,

Pareto最 適 条 件 と も異 な る。 こ の こ と は,賄

賂 市 場 が も た らす 結 果 が 責 任 ル ール の あ り方 に

依 存 し,Pareto最 適 性 を も満 た し得 な い,す

な わ ち,「Coase定 理 」 は 妥 当 しな い こ とが 結

論 され る。

15)Sandmo[21]参 照 。

16)こ こ で の 「賄 賂 」(br沁ery)は,倫 理 的 含

意 を もた な い こ とに 注 意 さ れ た い 。

17)Greenwood=Ingene[12]参 照 。

18)以 下 の 「株 式 市 場 」の 取 扱 につ い て,Baron

=Forsythe[1]参 照 。

結びにかえて

アメ リカにおいて,排 出量取引制度が,取 引

費用を改善 しなが ら 「Coase定 理」 を応用 した

環境政策として既に用いられている。さらに,

京都議定書に予定されている汚染物質の排出権

取引制度 もまた,「Coase定 理」応用例であ る。

「Coase定 理」の基本的特性のすべてがユダ

ヤ法の中に見出せ ること,さ らに,定 理の充足

用件に関わる取引費用についても事情は同 じで

あることが確かめられた。

もし,取 引費用が法体系に対 して外生的に決

定されるな らば,一 旦滞った交渉は回復の余地

がな くなる。この限 りでは,取 引費用を強調す

ればする程,「Coase定 理」は,自 らの妥当性 を

危うくしてい くことになり,情 況は,社 会的選

択の間題 に関わるArrowの 「(不)可能性定理」

((im)possibilitytheorem)の それに相似 して

くる。かかる不都合を軽減すべ く,取 引費用を

法体系に対 し内生的なものに した上で,そ の取

引費用 を低減 させるべ く法体系が整 えられなけ

ればならない とする規範原理が導入された。

それでも,不 確実性が支配する情況の下では,

「Coase定 理」は自らの妥当性 を失ない,資 源
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配分のあ り方が責任ルールのあり方に依存す る

ば か りか,効 率 性 基 準 で あ る 「Pareto最 適 」 を

満 た し得 な い こ とが 確 か め られ た 。 「Coase定

理 」 に潜 む 病 巣 は,思 い の 他 根 深 い を言 わ ざ る

を得 な い。

Coaseが い か に して,ユ ダヤ 思 想 に 辿 りつ い

た か は,興 味深 い テ ーマ で あ ろ う。
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